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第３章 労働組合の資格審査等 

 

第１節 資格審査の概況 

 
１ 新規係属件数 

令和２年中に全労委に係属した新規係属件数は 575 件で、元年に比べ 83 件増加

した。 

新規係属件数を事由別にみると、不当労働行為の救済申立てに伴うものが 344 件

で、元年に比べ 19 件増加している。なお、全体に占める割合は 60％となっている。

（第 40 表及び巻末統計表第 20 表参照） 

 

 

このほか、委員推薦が 168 件で 44 件の増加、法人登記に伴うものは 56 件で 16 件

の増加、総会決議に伴うものが４件で１件増加している。 

そのうち、中労委における新規係属件数は 105 件で、内訳は不当労働行為の救済

申立てに伴うもの 72 件、委員推薦に伴うもの 30 件、労働協約の拡張適用に伴うも

の３件となっている（巻末統計表第 22 表参照）。 

 

２ 審査 

令和元年からの繰越件数 431 件、新規係属件数 575 件の合計 1,006 件のうち、適

格決定 337 件、取下又は打切 153 件、不適格１件で合計 491 件が終結し、515 件が

３年に繰り越された（巻末統計表第 20 表参照）。 

適格決定がなされた 337 件の内訳は、委員推薦に伴うもの 168 件、不当労働行為

救済申立てに伴うもの 108 件、法人登記に伴うもの 54 件、総会決議に伴うもの 4

件、労働協約の拡張適用に伴うもの３件となっている（巻末統計表第 21 表参照）。 

そのうち、労委規則第 24 条に基づき要件補正の勧告をしたものは 1 件である（巻

末統計表第 22 表参照）。 

第40表　資格審査新規係属事由別件数及び構成比率（全労委）
（単位：件、％）

578 573 554 492 575 100 100 100 100 100

委 員 推 薦 200 140 170 124 168 35 24 31 25 29

不 当 労 働 行 為 339 380 321 325 344 59 66 58 66 60

法 人 登 記 35 52 58 40 56 6 9 10 8 10

総 会 決 議 4 1 5 3 4 1 0 1 1 1

協 約 拡 張 適 用 0 0 0 0 3 - - - - 1

（注）　令和元年年報において、平成30年における件数を修正したため、平成30年の数値とは一致しない。
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自動車の下取りの件に関し、パワーハラスメントがあったことを認め、

今後は一切、パワーハラスメントを行わない。

２ 法人は、Ａの人事異動の件について、労働条件等の必要な事項を詳細に

説明する等により組合と誠実に団体交渉を行う。他１項目。」

ロロ 派派遣遣先先事事業業所所ででののパパワワーーハハララススメメンントトににつついいてて争争わわれれたた事事例例（（大大阪阪・・１１・・

ああ・・解解決決））

本件の経過は次のとおりである。

派遣社員Ａは、派遣先である会社（業務用機械器具製造業、従業員数約

人）において同社の従業員からパワーハラスメントを受けたとして、

組合（合同労組、組合員数約 人）に加入し、パワハラの事実確認等を

求めて会社との間で２回にわたり団体交渉を行ったが、会社は、当事者

に対する調査を行うこともなく、パワハラの事実はないと回答し、労使

の主張が平行線のまま交渉は行き詰まりとなった。

このため、組合は、会社がＡに対するパワハラの事実を認めて誠実に

対応することを求め、２年１月、都道府県労働委員会にあっせんの申請

を行った。

組合は、会社はＡに対するパワハラの事実を認め、責任ある対応をするべ

きである旨主張した。

一方、会社は、Ａに対して従業員がパワハラを行った事実はない旨主張し

た。

あっせん員（公労使各１名）が指名され、あっせんが開催された。

あっせんにおいて、組合は、会社が再調査を行っても口裏合わせに終始す

るものと予想され、会社には、速やかにパワハラの事実を認め、この問題が

なければＡが就業継続して得られたであろう賃金相当額の金銭補償を求める

旨主張した。一方、会社は、Ａに対するパワハラの事実はなく会社に何ら責

任はないが、本件争議の解決のため、金銭解決に応じる用意はある旨主張し

た。

あっせん員は、労使の主張を踏まえ、解決金の支払による解決を中心に労

使の意見調整を行い、次の内容のあっせん案を提示したところ、労使ともに

これを受諾し、２年４月、本件は解決した。

「１ 会社は、本件争議の解決金として組合に金○円を支払うこととし、組

合の指定する口座に○年○月○日までに振込送金の上支払う。その際の

振込手数料は会社が負担する。他２項目」

－ 167－
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第２節 労調法第 37 条違反被疑事件 

 

労調法第 37 条違反被疑事件（公益事業の争議行為の予告違反被疑）についてみる

と、前年からの繰越事件、令和２年の新規係属事件はともになかった（巻末統計表

第 23 表参照）。 

 

 

第３節 労働協約の拡張適用 

 

労組法第 18 条に基づく労働協約の拡張適用についてみると、前年からの繰越は

なく、令和２年の新規係属１件は下記のとおり中労委で審議中であり、３年に繰り

越された（巻末統計表第 24 表参照）。 

 

１ UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等からの申立て 

（申立てに至るまでの経緯） 

UA ゼンセンヤマダ電機労働組合、ケーズホールディングスユニオン及び UA ゼ

ンセン デンコードーユニオン（以下「UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等」とい

う。）は、令和２年４月 22 日付けで株式会社ヤマダ電機、株式会社ケーズホールデ

ィングス及び株式会社デンコードーと「年間所定休日に関する労働協約」（以下「本

件協約」という。）を締結した。 

本件協約は、茨城県の全域並びに千葉県内、栃木県内及び福島県内の一部の市町

村からなる地域を適用地域とし、大型家電量販店に勤務する契約期間の定めがない

フルタイム労働者である適用対象労働者について、年間所定休日を 111 日以上とす

ること等を定めたものである。 

（申立て及びその後の措置） 
UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等は、令和２年８月７日、厚生労働大臣に対し

て、労組法第 18 条第１項の規定に基づき、本件協約を拡張適用する旨の決定を求め

る申立てを行い、同月 24 日、申立てを受けた厚生労働大臣から中労委会長あて決議

が求められた。 

中労委では、令和２年 10 月７日の第 1788 回総会に付議した結果、労委規則第５

条第５項に基づき、公労使委員各２名をもって構成する小委員会を設けて調査する

こととなり、小委員会には、荒木尚志、両角道代、有野正治、髙橋睦子、長崎文康、

御手洗尚樹の各委員が指名された。 

第１回小委員会は、令和２年 10 月７日に開催され、荒木委員を委員長として選出

するとともに、小委員会の運営について審議し、同年 12 月 21 日の第２回小委員会

 

では、小委員会における調査審議の進め方について審議し、本件は翌年に持ち越さ

れることとなった。

－ 168－
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第２節 労調法第 37 条違反被疑事件 

 

労調法第 37 条違反被疑事件（公益事業の争議行為の予告違反被疑）についてみる

と、前年からの繰越事件、令和２年の新規係属事件はともになかった（巻末統計表

第 23 表参照）。 

 

 

第３節 労働協約の拡張適用 

 

労組法第 18 条に基づく労働協約の拡張適用についてみると、前年からの繰越は

なく、令和２年の新規係属１件は下記のとおり中労委で審議中であり、３年に繰り

越された（巻末統計表第 24 表参照）。 

 

１ UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等からの申立て 

（申立てに至るまでの経緯） 

UA ゼンセンヤマダ電機労働組合、ケーズホールディングスユニオン及び UA ゼ

ンセン デンコードーユニオン（以下「UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等」とい

う。）は、令和２年４月 22 日付けで株式会社ヤマダ電機、株式会社ケーズホールデ

ィングス及び株式会社デンコードーと「年間所定休日に関する労働協約」（以下「本

件協約」という。）を締結した。 

本件協約は、茨城県の全域並びに千葉県内、栃木県内及び福島県内の一部の市町

村からなる地域を適用地域とし、大型家電量販店に勤務する契約期間の定めがない

フルタイム労働者である適用対象労働者について、年間所定休日を 111 日以上とす

ること等を定めたものである。 

（申立て及びその後の措置） 
UA ゼンセンヤマダ電機労働組合等は、令和２年８月７日、厚生労働大臣に対し

て、労組法第 18 条第１項の規定に基づき、本件協約を拡張適用する旨の決定を求め

る申立てを行い、同月 24 日、申立てを受けた厚生労働大臣から中労委会長あて決議

が求められた。 

中労委では、令和２年 10 月７日の第 1788 回総会に付議した結果、労委規則第５

条第５項に基づき、公労使委員各２名をもって構成する小委員会を設けて調査する

こととなり、小委員会には、荒木尚志、両角道代、有野正治、髙橋睦子、長崎文康、

御手洗尚樹の各委員が指名された。 

第１回小委員会は、令和２年 10 月７日に開催され、荒木委員を委員長として選出

するとともに、小委員会の運営について審議し、同年 12 月 21 日の第２回小委員会

 

では、小委員会における調査審議の進め方について審議し、本件は翌年に持ち越さ

れることとなった。

－ 169－


